
広　報　か　み （ 8 ）平成２０年１月号

香
美
市
の
家
計
簿
で
す

平
成
１８
年
度
の
会
計
決
算普

通

会

計

【
歳
入
】

　
前
年
度
に
比
べ
１
・
９
％
の
減

と
な
り
ま
し
た
。

　
市
税
は
、住
民
税
が
税
制
改

正
の
影
響
で
増
収
が
見
ら
れ
た

も
の
の
、固
定
資
産
税
の
評
価
替

え
年
度
に
よ
る
影
響
や
標
準
税

率
の
適
用
に
よ
り
、全
体
で
は
４
・

２
％
減
と
な
り
ま
し
た
。
地
方
譲

与
税
は
、
所
得
譲
与
税
の
税
源

移
譲
増
収
分
に
よ
り
増
に
、地
方

交
付
税
は
、
算
定
替
え
や
新
設

補
正
、合
併
包
括
支
援
分
の
増

に
よ
り
、
１１
・
１
％
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　
歳
入
は
、
市
税
等
の
自
主
財

源
が
全
体
の
２４
％
で
、地
方
交
付

税
を
は
じ
め
と
す
る
依
存
財
源

に
多
く
を
頼
っ
て
い
る
状
況
に
あ

り
ま
す
。

【
歳
出
】

　
前
年
度
に
比
べ
４
・
５
％
の
減

と
な
り
ま
し
た
。

　
性
質
別
歳
出
の
内
訳
は
、
義

務
的
経
費（
人
件
費
、扶
助
費
、

公
債
費
）が
全
体
の
４９
・
７
％
を

占
め
、前
年
度
に
比
べ
る
と
約
７

億
５
千
万
（
１２
・
１
％
）の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
投
資
的
経

費（
普
通
建
設
事
業
費
、災
害
復

旧
事
業
費
）は
１３
・
９
％
を
占
め
、

前
年
度
に
比
べ
る
と
約
１２
億
９

千
万
円（
３９
・
６
％
）の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。

市　税
２２億８,２４０万９千円
　　　　　１５.２％

地方交付税
６５億３２３万円
　　　４３.３％

国庫支出金
１３億８,２９９万６千円
９.２％

県支出金
１３億５,３１２万４千円
９.０％

市　債
１３億９,６１０万円
９.３％ 諸収入

２億８,４１７万８千円
　　　　　１.９％

使用料・手数料
４億５,８４５万７千円
　　　　　３.１％

分担金・負担金

財産収入
繰 入 金
繰 越 金
寄 附 金

４,９０９万９千円
３,６５８万３千円

２億１,１７７万２千円
２億４,７５３万４千円
３,０２９万４千円

０.３％
０.２％
１.５％
１.６％
０.２％

歳 入 合 計

１５０億１,７９４万７千円

自

　　　　主

　　　　　　財

　　　　　　　源

　　　依

存

  財

                      源

その他 ７億８,２１７万１千円５.２％

　
平
成
１８
年
度
決
算
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
こ
れ
は
、
皆
さ
ん
に
市
の
財
政
事
情
を
知
っ
て
い
た
だ
き
、

今
後
の
財
政
に
つ
い
て
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
す
る
た

め
、
公
表
し
て
い
る
も
の
で
す
。

自主財源
２４％

依存財源
７６％

地方譲与税、
地方消費税交付金など

平成１８年度　各会計決算
区 分 歳 入 歳 出 差 引

一 般 会 計 １４９億２,８１９万７千円

９,４４１万円

１５０億２,２６０万７千円

△４６６万円

１５０億１,７９４万７千円

３億７,０１１万８千円

３９億１,６８５万４千円

５０億６,７１４万４千円

５億４,６４５万４千円

２億４,７７４万９千円

２５億８,１２６万円

８６７万１千円

１４１億２,２７０万８千円

９,３９１万９千円

１４２億１,６６２万７千円

△４６６万円

１４２億１,１９６万７千円

３億７,００５万円

３８億８,６３０万６千円

５０億６,７１４万４千円

５億４,５６７万２千円

２億４,７５６万６千円

２４億９,８１０万８千円

８６７万１千円

８億５４８万９千円

４９万１千円

８億５９８万円

８億５９８万円

６万８千円

３,０５４万８千円

７８万２千円

１８万３千円

８,３１５万２千円

計

普 通 会 計 純 計

簡易水道事業特別会計

国民健康保険特別会計

老 人 保 健 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付
事 業 特 別 会 計

各 会 計 間 の 繰 入
繰 出 の 調 整

特定環境保全公共下水道
事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

介 護 保 険 特 別 会 計
（介護サービス事業勘定）

普

通

会

計

普
通
会
計
以
外
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【性質別歳出】

全体比

２１.４％

１１.９％

０.８％

１１.８％

６.８％

１６.５％

０.０％

１０.６％

１１.１％

２.８％

６.３％

１００.０％

区　　分

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

公 債 費

投資出資貸付金

繰 出 金

普通建設事業費

災害復旧事業費

積 立 金

合　　　計

決 算 額

３０億３,４２０万３千円

１６億８,８７１万３千円

１億１,９２３万円

１６億７,８９７万１千円

９億７,２５２万９千円

２３億３,９０８万４千円

５５万円

１５億９６万３千円

１５億７,５７０万８千円

３億９,９７３万１千円

９億２２８万５千円

１４２億１,１９６万７千円

財

政

指

標

　
香
美
市
の
財
政
状
況
は
、
県

内
市
部
で
は
平
均
的
な
数
値
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
全
国
的
に

み
る
と
決
し
て
良
く
あ
り
ま
せ

ん
。
税
収
等
、
自
前
の
財
源
が

伸
び
悩
む
な
か
計
画
的
な
行
財

政
運
営
が
行
わ
れ
な
い
と
、
簡

単
に
財
政
状
況
は
悪
化
す
る
恐

れ
が
あ
り
ま
す
。
集
中
改
革
プ

ラ
ン
等
健
全
化
対
策
を
行
い
な

が
ら
、
さ
ら
に
改
善
を
進
め
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

〔
用
語
説
明
〕

財
政
力
指
数
…
普
通
交
付
税
の
算
定

に
当
た
り
、
行
政
を
運
営
し
て
い
く

う
え
で
必
要
な
経
費
（
基
準
財
政
需

要
額
）
を
税
収
等
の
財
源
（
基
準
財

政
収
入
額
）
で
ど
の
程
度
ま
か
な
え

る
か
を
表
し
た
指
数
。

経
常
収
支
比
率
…
ど
こ
の
団
体
で
も

必
要
と
す
る
経
常
的
な
経
費
に
充
当

さ
れ
た
一
般
財
源
が
、
毎
年
決
ま
っ

て
入
っ
て
く
る
収
入
（
経
常
一
般
財
源
）

に
対
し
ど
の
程
度
占
め
て
い
る
か
を

表
し
た
指
数
。
こ
の
比
率
が
高
い
ほ

ど
臨
時
的
な
経
費
に
使
う
お
金
が
少

な
く
な
る
。

公
債
費
負
担
比
率
…
公
債
費
（
借
金

返
済
）
に
使
わ
れ
た
一
般
財
源
の
一

般
財
源
総
額
に
占
め
る
割
合
。

実
質
公
債
費
比
率
…
一
般
会
計
の
公

債
費
等
の
他
、
水
道
や
下
水
道
事
業

等
の
特
別
会
計
や
清
掃
組
合
等
の
一

部
事
務
組
合
等
に
支
出
し
て
い
る
す

べ
て
の
公
債
費
等
の
た
め
の
負
担
が

税
収
等
に
対
し
ど
の
程
度
な
の
か
を

表
し
た
指
数
。
こ
の
比
率
が
、
一
定

割
合
以
上
に
な
る
と
新
た
に
借
入
す

る
場
合
に
許
可
が
必
要
と
な
っ
た
り
、

借
入
に
制
限
が
か
か
る
こ
と
と
な
る
。

一
般
財
源
…
市
税
、
地
方
交
付
税
、

地
方
譲
与
税
等
の
よ
う
に
使
い
道
が

特
定
さ
れ
て
な
く
、
ど
の
よ
う
な
経

費
に
も
使
う
こ
と
が
で
き
る
財
源
。

歳出合 計

１４２億１,１９６万７千円

【目的別歳出】

議会費
１億３,８７７万８千円
　　　　　１.０％

災害復旧費
３億９,９７３万１千円
　　　　　２.８％

総務費
２５億８,３５８万９千円

１８.２％

公債費
２３億３,９１１万５千円

１６.５％

民生費
３７億３５９万６千円

２６.１％

衛生費
１０億２,５４９万７千円
７.２％

農林水産業費
１１億８８１万２千円
７.８％

商工費
８,３９５万円
０.６％

土木費
８億８,９０６万円
６.２％

消防費
４億６,０３２万４千円
３.２％

教育費
１４億７,９５１万５千円
１０.４％

労働費
０万円　０％


